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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第68期
第３四半期
累計期間

第69期
第３四半期
累計期間

第68期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日

自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 (千円） 3,048,645 3,207,501 4,189,149

経常利益 (千円） 11,839 77,800 90,688

四半期（当期）純利益又は四半期純

損失（△）
(千円） △16,815 884,233 45,402

持分法を適用した場合の投資利益 (千円） － － －

資本金 (千円） 1,928,959 1,928,959 1,928,959

発行済株式総数 (株） 13,392,000 13,392,000 13,392,000

純資産額 (千円） 1,009,049 1,955,474 1,071,031

総資産額 (千円） 3,419,886 4,356,372 3,413,068

１株当たり四半期（当期）純利益金

額又は四半期純損失金額（△）
(円） △1.29 67.72 3.48

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
(円） － － －

１株当たり配当額 (円） － － －

自己資本比率 (％） 29.5 44.9 31.4

 

回次
第68期
第３四半期
会計期間

第69期
第３四半期
会計期間

会計期間
自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日

自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

１株当たり四半期純損失金額（△） (円） △0.91 △0.38

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及びその他の関係会社）において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。

　また、その他の関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第３四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第３四半期累計期間における我が国経済は、政府、日銀による一連の経済対策、金融緩和策により、雇用環境

等の改善が進み、緩やかな回復基調となりました。しかしながら、米国の新体制移行に伴う影響、英国のＥＵ離

脱、新興国経済の減速などにより、依然として先行き不透明な状況が続いております。

　一方、印刷業界におきましては、電子メディアの多様化による印刷物の需要の減少、受注価格の下落など、引き

続き厳しい経営環境となりました。

　このような状況の中、当社は営業力・提案力の強化を図り、新規顧客の開拓と既存顧客の深耕に引き続き注力す

るとともに、生産効率の向上、内製化の推進により、収益性の改善にも取り組んでまいりました。

　以上のとおり、諸施策の展開に努めた結果、当社の第３四半期累計期間における売上高は32億７百万円（前年同

四半期比5.2％増収）となりました。内訳は、写真製版売上高は７億47百万円（前年同四半期比8.4％減収）、印刷

売上高は23億72百万円（前年同四半期比12.0％増収）、商品売上高は87百万円（前年同四半期比23.0％減収）とな

りました。損益面においては、営業利益71百万円（前年同四半期比423.7％増益）、経常利益77百万円（前年同四

半期比557.1％増益）、四半期純利益は、本社及び東京事業所の土地、建物の売却益を計上する一方、本社移転に

伴う移転費用を計上したことにより８億84百万円となりました。

 

(2）財政状態の分析

　当第３四半期会計期間末における総資産は43億56百万円となり、前事業年度末に比べて９億43百万円増加しまし

た。流動資産は28億38百万円となり、前事業年度末に比べて10億95百万円の増加となりました。これは主に、現金

及び預金11億73百万円並びに立替金42百万円が増加した一方、未収消費税等81百万円並びに売掛金52百万円が減少

したことによるものであります。固定資産は15億18百万円となり、前事業年度末に比べて１億52百万円減少しまし

た。これは主に、本社及び東京事業所の不動産売却による建物69百万円並びに土地23百万円が減少し、機械及び装

置31百万円並びに差入保証金28百万円が増加した一方、有形固定資産、無形固定資産及び投資その他の資産の減価

償却費１億47百万円を計上したことによるものであります。

　当第３四半期会計期間末における負債合計額は24億円となり、前事業年度末に比べて58百万円の増加となりまし

た。これは主に、繰延税金負債２億61百万円、未払消費税等81百万円、未払法人税等49百万円並びに預り金35百万

円が増加した一方、金融機関への返済により借入金３億70百万円が減少したことによるものであります。

　当第３四半期会計期間末における純資産合計額は19億55百万円となり、前事業年度末に比べ８億84百万円の増加

となりました。これは主に、利益剰余金の増加によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第３四半期累計期間の研究開発費は４百万円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,392,000 13,392,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 13,392,000 13,392,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 13,392,000 － 1,928,959 － 180,000

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿により記載しております。

 

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式       335,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式    12,976,000 12,976 －

単元未満株式 普通株式        81,000 － －

発行済株式総数 13,392,000 － －

総株主の議決権 － 12,976 －

 

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社 光陽社
東京都新宿区改代町29番地 335,000 － 335,000 2.50

計 － 335,000 － 335,000 2.50

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成28年10月１日から平成28

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 553,509 1,726,600

受取手形 254,491 205,260

売掛金 591,836 539,184

電子記録債権 60,193 85,405

仕掛品 131,425 121,449

商品 7,878 11,253

原材料 10,622 14,099

貯蔵品 12,205 14,107

前払費用 24,148 23,877

未収消費税等 81,510 －

繰延税金資産 － 27,224

立替金 8,516 50,806

その他 6,766 19,767

貸倒引当金 △457 △1,031

流動資産合計 1,742,647 2,838,005

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 858,371 738,202

構築物（純額） 2,181 1,260

機械及び装置（純額） 401,058 351,977

車両運搬具（純額） 7,884 4,927

工具、器具及び備品（純額） 31,975 35,054

土地 232,412 209,412

有形固定資産合計 1,533,883 1,340,836

無形固定資産   

商標権 249 393

ソフトウエア 10,330 11,498

ソフトウエア仮勘定 － 3,240

電話加入権 18,090 18,090

無形固定資産合計 28,670 33,222

投資その他の資産   

投資有価証券 5,150 5,694

出資金 60 60

従業員に対する長期貸付金 1,110 220

破産更生債権等 3,335 5,219

長期前払費用 3,253 10,590

保険積立金 72,047 72,047

差入保証金 24,918 53,718

その他 947 947

貸倒引当金 △2,956 △4,189

投資その他の資産合計 107,866 144,307

固定資産合計 1,670,420 1,518,367

資産合計 3,413,068 4,356,372
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 366,598 377,808

買掛金 249,310 254,670

1年内返済予定の長期借入金 ※ 173,656 ※ 108,516

未払金 44,367 37,588

未払費用 29,368 23,062

未払法人税等 4,165 54,124

未払消費税等 － 81,375

前受金 15,537 2,393

預り金 6,802 42,167

賞与引当金 40,736 31,398

設備関係支払手形 － 15,120

環境対策引当金 14,170 10,980

その他 12 12

流動負債合計 944,725 1,039,217

固定負債   

長期借入金 ※ 987,346 ※ 682,159

退職給付引当金 409,864 417,643

繰延税金負債 － 261,877

その他 101 －

固定負債合計 1,397,312 1,361,680

負債合計 2,342,037 2,400,897

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,928,959 1,928,959

資本剰余金 180,008 180,008

利益剰余金 △1,001,701 △117,467

自己株式 △36,364 △36,562

株主資本合計 1,070,901 1,954,937

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 129 537

評価・換算差額等合計 129 537

純資産合計 1,071,031 1,955,474

負債純資産合計 3,413,068 4,356,372
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(2)【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  (単位：千円)

 
 前第３四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

 当第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 3,048,645 3,207,501

売上原価 2,474,421 2,573,000

売上総利益 574,224 634,500

販売費及び一般管理費 560,563 562,956

営業利益 13,661 71,543

営業外収益   

受取利息 153 83

受取配当金 462 402

作業くず売却益 12,328 12,075

貸倒引当金戻入額 2,606 －

その他 3,872 3,229

営業外収益合計 19,423 15,790

営業外費用   

支払利息 9,123 5,638

支払補償費 11,663 3,507

その他 458 387

営業外費用合計 21,245 9,533

経常利益 11,839 77,800

特別利益   

固定資産売却益 － 1,091,541

補助金収入 15,639 －

特別利益合計 15,639 1,091,541

特別損失   

固定資産除却損 7,839 0

設備移設費用 － 2,722

本社移転費用 － 2,880

工場移転損失 29,491 －

特別損失合計 37,331 5,603

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △9,852 1,163,738

法人税、住民税及び事業税 6,962 45,089

法人税等調整額 － 234,415

法人税等合計 6,962 279,504

四半期純利益又は四半期純損失（△） △16,815 884,233
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　当社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期会計期間から適用し、平成28年４月１日以後に取得す

る建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響額は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期会計期間から適用しております。
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（四半期貸借対照表関係）

　※　財務制限条項等

前事業年度（平成28年３月31日）

（１）当社の借入金の内、株式会社日本政策金融公庫からの借入金194,240千円（１年内返済予定の長期

借入金55,440千円、長期借入金138,800千円）には財務制限条項が付されており、下記のいずれかに

該当した場合には株式会社日本政策金融公庫に対し該当する借入金額を全額又は一部返済することが

あります。

（条項）

・当社の純資産額が事業年度末に591,200千円以下となったとき。

・株式会社日本政策金融公庫に書面による事前承認なしに、当社が第三者に対して新たに貸付け、

出資、保証を行ったとき。

（２）当社の借入金の内、株式会社日本政策金融公庫からの借入金571,236千円（１年内返済予定の長期

借入金42,168千円、長期借入金529,068千円）には財務制限条項が付されており、下記のいずれかに

該当した場合には、抵触が発生した事業年度の決算日の翌日に遡って本借入金債務の適用利率及び条

件違反時利率に0.3％を加算することがあります。

（条項）

・当社の減価償却前経常利益が２期連続して赤字となったとき。

・当社が、債務超過となったとき。

 

当第３四半期会計期間（平成28年12月31日）

　当社の借入金の内、株式会社日本政策金融公庫からの借入金453,110千円（１年内返済予定の長期

借入金36,168千円、長期借入金416,942千円）には財務制限条項が付されており、下記のいずれかに

該当した場合には、抵触が発生した事業年度の決算日の翌日に遡って本借入金債務の適用利率及び条

件違反時利率に0.3％を加算することがあります。

（条項）

・当社の減価償却前経常利益が２期連続して赤字となったとき。

・当社が、債務超過となったとき。
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

減価償却費 114,110千円 147,883千円

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）及び

当第３四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

　当社は印刷にかかる写真製版並びに関連製品を製造販売しており、これらの事業は単一事業であるため、記

載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間

（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額

又は四半期純損失金額（△）
△１円29銭 67円72銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失

金額（△）（千円）
△16,815 884,233

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）（千円）
△16,815 884,233

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,061 13,057

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月10日

株式会社　光陽社

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野　村　　利　宏　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 古　市　　岳　久　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社光陽社

の平成28年4月1日から平成29年3月31日までの第69期事業年度の第3四半期会計期間（平成28年10月1日から平成28年12月

31日まで）及び第3四半期累計期間（平成28年4月1日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社光陽社の平成28年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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